豊田市障がい者福祉及び子ども・子育て支援システム標準化等導入業務委託
調達仕様書


１　調達案件の概要
（１）調達件名
障がい者福祉及び子ども・子育て支援システム標準化等導入業務委託（以下「本業務」という。）

（２）調達の背景
「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第４０号。以下「標準化法」という。）」が令和３年９月１日に施行され、地方公共団体が利用する基幹業務システムについて、国の提示する標準仕様書に基づき各事業者がガバメントクラウド（政府の情報システムについて、共通的な基盤・機能を提供するクラウドサービスの利用環境）等の環境に構築する「標準準拠システム」へ統一・標準化することが規定された。
また、令和４年１０月にデジタル庁から「地方公共団体情報システム標準化基本方針」（以下「基本方針」という。）が示され、当該基幹業務システムの統一・標準化の取組については、令和５年４月から令和８年３月までを「移行支援期間」と位置づけ、令和７年度までにガバメントクラウドを活用した標準準拠システムへの移行を目指すことが明確化された。加えて、令和６年１２月の基本方針改訂で「特定移行支援システム」の制度が創設され、令和８年度以降の移行が避けられないシステムに対して、国が令和１２年度末まで移行経費を含む支援を強化する方針が示された。
上記を受け、豊田市（以下「本市」という。）では、令和１２年度までの標準準拠システム移行に向けて、「標準仕様への準拠」を前提とした業務改革（BPR）を行うとともに「行政サービスの安定的な継続」を目指し標準化を推進する。標準化にあたり、住民記録、個人住民税、法人住民税、固定資産税、軽自動車税、国民年金、国民健康保険、印鑑、戸籍、戸籍の附票の業務について令和８年１月に稼働を開始した。また、残りの標準化対象業務についても、令和１２年度末までの稼働に向けて、各課題整理を進めている。
これらの動きの中で、障がい者福祉及び子ども・子育て支援業務についても、令和１１年２月の稼働を目標として、標準準拠システムへの移行及びガバメントクラウドへの対応として、本業務委託を行うこととなった。
さらに、本市特有の課題として、これまでベンダーパッケージシステムを用いることなく、自庁開発されたホストコンピュータにより各事務を行ってきたことから、当該事務を継続していくために標準化への対応と同時に標準化範囲外の業務（以下「標準外業務」という。）についても本業務委託の中でシステム導入を行う。

（３）調達目的及び調達により期待する効果
本業務及びこれと関連する業務は、標準準拠システムへの円滑な移行、ガバメントクラウドへの対応及びホストコンピュータからの脱却を目的とする。これらの実施により、業務改革（BPR）の実現や将来発生する制度改正等への対応、システム運用・保守作業の軽減により、コスト削減、行政サービス・住民の利便性の向上、行政運営の効率化を図る。

（４）業務・情報システムの概要
ア　障がい者福祉システム
[bookmark: _Hlk219201822]障がい者手帳の交付等に関する業務をはじめ、各種障がい福祉サービス及びそれらのサービスに係る受給者・給付管理業務を効率的かつ効果的に実施することを目的として管理・運用しているものである。対象業務については、国が定める「障害者福祉システム標準仕様書」（以下「標準仕様書」という。）に規定された標準化範囲内の業務を遂行する上で必要な範囲とする。ただし、移行作業期間内に適用版数が変わった場合は別途協議とする。表１に記載する障がい者福祉標準外業務については、原則として全ての業務に対してシステム構築を求める。やむを得ずシステム構築が困難な業務が存在する場合であってもシステム構築を実施する業務数は、全体の８０％以上（１３業務のうち１１業務以上）であること。各業務においてシステム構築が実施できたかの判断については、企画審査表「標準外仕様への対応」の採点基準に基づき、６０％以上の得点取得可否によって行う。なお、業務効率化又は運用負荷軽減に資する代替手段の提案があれば評価対象とする。

表１　障がい者福祉標準外業務
	業務名
	事務の概要

	障がい者手当（市心身障がい者福祉扶助料）
	市心身障がい者福祉扶助料の申請受付、支給決定・管理、支払（調整）情報管理、債権情報管理、資格履歴管理、各種帳票印刷、支払計算処理、所得調査、証明書発行等

	障がい者手当（愛知県在宅重度障がい者手当）
	愛知県在宅重度障がい者手当の申請受付、情報管理、実績・予算管理、所得調査

	障がい者手当（市在宅重度障がい者手当）
	市在宅重度障がい者手当の申請受付、支給決定・管理、支払（調整）情報管理、債権情報管理、資格履歴管理、各種帳票印刷、支払計算処理、証明書発行、現況届提出管理等

	障がい者扶養共済・扶養共済掛金助成
	障がい者扶養共済及び扶養共済掛金助成の申請受付、支給決定（掛金助成のみ）、情報管理、各種帳票印刷、実績・予算管理、支払事務管理（財務オンラインとのデータ連携）等

	業務名
	事務の概要

	給付管理（日常生活用具）
	日常生活用具の申請受付、支給決定・管理、各種帳票印刷、申請者情報管理、交付履歴管理、業者マスター管理、実績・予算管理、支払事務管理（財務オンラインとのデータ連携、バーコード読取）等

	障がい福祉サービス給付（地域生活支援）
	障がい福祉サービス（地域生活支援事業）の申請受付、支給決定・管理、受給者証・各種帳票印刷、請求情報審査・実績管理、法定給付（標準化対応）とのデータ連携等

	医療費助成（子ども医療、母子家庭等医療、障がい者医療、精神障がい者医療、後期高齢者福祉医療）
	各種医療費受給者証の申請受付、発行、資格管理、発行履歴管理、保険情報管理、更新手続、所得調査、受給者証・各種申請書の帳票印刷等

	タクシー料金助成券交付（障がい者、高齢者）
	申請受付、交付決定・管理、各種帳票印刷、申請者情報管理、交付履歴管理、業者マスター管理、実績・予算管理、支払事務管理（財務オンラインとのデータ連携）等

	障がい者就労支援奨励金
	奨励金の申請受付、支給決定・管理、各種帳票印刷、申請者情報管理、交付履歴管理、業者マスター管理、実績・予算管理、支払事務管理（財務オンラインとのデータ連携）等

	補聴器購入費助成
	高齢者等補聴器購入費助成の申請受付、支給決定・管理、各種帳票印刷、申請者情報管理、給付履歴管理、業者マスター管理、実績・予算管理、支払事務管理（財務オンラインとのデータ連携）等

	中等度以下難聴児補聴器購入費等助成
	中等度以下難聴児補聴器購入費等助成の申請受付、支給決定・管理、各種帳票印刷、申請者情報管理、給付履歴管理、業者マスター管理、実績・予算管理、支払事務管理（財務オンラインとのデータ連携）等

	有料道路割引申請
	有料道路割引の申請受付、各種帳票印刷、申請者情報管理、交付履歴管理等

	福祉サービス等共有管理
	福祉サービス利用者管理、データ出力等



イ　子ども・子育て支援等システム
児童手当及び児童扶養手当の支給やこども園の園児情報の管理等に関する業務をはじめ、各種子ども・子育て支援等に係るサービス及びそれらのサービスに係る対象者・給付管理業務を効率的かつ効果的に実施することを目的として管理・運用しているものである。対象業務については、表２に記載するものとし、国が定める各標準仕様書に規定された標準化範囲内の業務を遂行する上で必要な範囲とする。ただし、移行作業期間内に適用版数が変わった場合は別途協議とする。表３に記載する子ども・子育て支援等標準外業務については、全ての業務に対してシステム構築を求める。各業務においてシステム構築が実施できたかの判断については、企画審査表「標準外仕様への対応」の採点基準に基づき、６０％以上の得点取得可否によって行う。

　　表２　子ども・子育て支援等の対象業務
	標準化対象事務
	標準準拠システム　標準仕様書

	子ども・子育て支援
	子ども・子育て支援システム標準仕様書

	児童手当
	児童手当システム標準仕様書

	児童扶養手当
	児童扶養手当システム標準仕様書



表３　子ども・子育て支援等標準外業務
	業務名
	事務の概要

	市遺児手当
	豊田市ひとり親家庭等支援手当の申請受付、受給資格・支払（調整）情報管理、所得判定・手当額計算、各種通知書・帳票出力、一括支払額計算、履歴情報管理、構成員年齢管理、債権情報管理、現況届受付・次年度所得判定・手当額計算

	県遺児手当
	愛知県遺児手当の申請受付、受給情報・支払調整情報管理、各種帳票出力、構成員年齢及び受給年数管理、現況届受付管理

	放課後児童クラブ
	放課後児童クラブの参加申込受付、参加決定、参加者情報の管理、参加者負担金の情報管理、収納・還付処理、各種帳票印刷等



（５）委託期間
[bookmark: _Hlk218846718]委託期間の開始日から令和１１年３月３１日までを予定し、委託期間の開始日から令和９年３月３１日までの間を準備期間とする。また、本番切替えは令和１１年２月２３日から令和１１年２月２５日の間とする。実施にあたっては、本業務の受託者（以下「受託者」という。）がリスク等を考慮の上でプロポーザルにおいて提案し、契約締結後に本市と協議の上、決定すること。なお、準備期間における委託料の支払いは発生しないものとする。本業務とは別にシステム運用・保守に係る契約を締結する。

２　調達案件の調達単位、調達の方式等
（１）調達範囲
本調達は、標準準拠システム及び標準外業務における設計・開発・移行、既存システムとの連携、委託期間内における運用・保守、ガバメントクラウド（共同利用を前提）への対応・ネットワーク接続・設定作業及びこれに関連する業務をいう。なお、上記は責任分界の基本方針であり、責任範囲の調整が必要となった場合には、本市と協議の上、決定するものとする。

（２）調達案件及びこれと関連する調達案件
本調達及びこれと関連する調達案件、調達方式、契約締結日（予定）、委託期間（予定）は、表４のとおりとする。

表４　調達案件
	調達案件名
	調達方式
	契約締結日（予定）
	委託期間（予定）

	豊田市障がい者福祉及び子ども・子育て支援システム標準化等導入業務【本調達】
	公募型プロポーザル方式
	令和９年１月７日
	令和９年１月８日から
令和１１年３月３１日まで

	（仮）豊田市障がい者福祉総合システム及び子ども・子育て支援システム運用・保守業務
	随意契約
	令和１１年４月１日
	令和１１年４月１日から
令和１６年３月３１日まで
※ただし契約は単年度ごととする。



３　標準化・共通化に係る方針
（１）標準仕様書への対応
・国が定める「標準仕様書」及び国が定める「地方公共団体の基幹業務システムの共通機能に関する標準仕様書（以下「共通機能標準仕様書」という。）」に対応すること。ただし、移行作業期間内に適用版数が変わった場合は別途協議とする。
・共通機能標準仕様書において規定された複数の標準準拠システムに共通する機能（以下「共通機能」という。）については、以下の想定をしている。
ア　団体内統合宛名番号管理機能
本市のオンプレミス環境において用意し、各種システムと連携することを想定している。
イ　住登外宛名番号管理機能、申請管理機能及び統合滞納管理機能
別表１の調達単位Ａのシステム基盤（ガバメントクラウド）において用意し、各種システムと連携することを想定している。
ウ　統合収納管理機能
別システムの調達を行うことは想定していない。
エ　EUC機能
別システムの調達を行うことは想定していない。本調達範囲のシステムを対象とするEUCツールの提供を本調達に含めることを想定している。
・標準仕様として実装される必須機能だけでなく、標準オプション機能やEUCツールを組み合わせて運用することで、帳票出力を前提とした従来の業務実施手法を見直し、事務効率化や帳票出力の抑制による事務経費の削減を図ること。
・国が定める「標準仕様書」の改定への対応及び法制度改正に対応したパッケージソフトウェアの改修や機能強化は、原則として運用・保守業務契約に基づいたパッケージソフトウェアのバージョンアップで行われることとするが保守の範囲内で対応できない案件については別途契約の上、改修を行うこと。

（２）ガバメントクラウドへの対応
[bookmark: _Hlk219825732]・本調達における全てのシステムは、ガバメントクラウドを利用して構築することを前提とする。ガバメントクラウドの利用方式は、原則、共同利用方式を採用することとし、ガバメントクラウド上の構成図を本市に提示すること。また、受託者は、本市がガバメントクラウド上のアプリケーションを利用できるための準備及び支援等を行うこと。なお、ガバメントクラウドはAWS環境を想定し、接続には、本市が単独利用方式で用意するネットワークアカウントに有するAWS Transit Gatewayを利用する想定である。
・ガバメントクラウド利用に関して、本市では住民記録をはじめとする８基幹業務システム（別表１の調達単位Ａ）について令和８年１月にシステム・ガバメントクラウド移行し、利用を開始している。本調達におけるガバメントクラウドの利用に係る手続きは本市が行うが、利用に係る手続きに必要な情報は、受託者より情報提供を行うこと。
・ガバメントクラウドへの接続については、情報システム課においてLGWAN回線及びクラウド接続サービスを用いた通信回線を整備済みである。本回線の利用にあたっては、情報システム課において必要な作業を行うが、ガバメントクラウド上のネットワーク構成図や接続に係る設定情報の提供及び通信設定に係る協議等がある場合には対応すること。なお、本回線とは別に回線事業者等との契約を要する可能性がある場合には、回線構築に係る費用について本調達の範囲に含めること。
[bookmark: _Hlk219825970]・責任分界の明確化、運用負荷・コストの低減から「アプリケーション・インフラの同時契約」を前提とし、国が定める「地方公共団体情報システムのガバメントクラウドの利用について」に規定されるガバメントクラウド運用管理補助者としての役務については、受託者に併せて委託する想定である。なお、移行作業期間内に適用版数が変わった場合は別途協議とする。

４　情報システムに求める要件
（１）機能要件への対応
ア　機能・帳票に関する要件
各システムの機能・帳票に関する要件は、表５のとおり、国が定める各業務の標準仕様書の「機能要件」、「帳票要件」、「帳票印字項目」、「帳票レイアウト」に準拠すること。ただし、適用版数については別途協議とする。

表５　機能要件・帳票要件　
	業務名
	機能要件・帳票要件等

	障がい者福祉
	（別紙２）機能・帳票要件
（別紙３）帳票詳細要件
（別紙４）帳票レイアウト

	子ども・子育て支援
	別紙2_機能要件
別紙3_帳票要件
別紙4_帳票印字項目
別紙5_帳票レイアウト

	児童手当
	別紙2_機能要件
別紙3_帳票要件
別紙4_帳票印字項目
別紙5_帳票レイアウト

	児童扶養手当
	別紙2　機能要件
別紙3　帳票一覧
別紙4―1　帳票詳細要件（統計・報告除く）
別紙4―2　帳票詳細要件（統計・報告）
別紙5―1　帳票レイアウト（統計・報告除く）
別紙5―2　帳票レイアウト（統計・報告）


オプション機能については、各システム機能要件一覧の「要望レベル」を参照し、可能な限り対応すること。
帳票内に記載する「障害」の文字記載について、別紙１「「障害」のひらがな表記「障がい」の取扱いについて（通知）」を参照し可能な限り対応すること。なお、表記方法に疑義がある場合は、あらかじめ本市と協議を行うこと。

イ　データに関する要件
各システムのデータに関する要件は、表６のとおり、国が定める各業務の「地方公共団体情報システムデータ要件・連携要件標準仕様書」（以下「データ要件・連携要件標準仕様書」という。）に準拠すること。ただし、適用版数については別途協議とする。なお、現行システムのデータ連携については、標準化移行により原則標準仕様に基づく連携を想定するが、標準仕様書外及び本調達範囲外の業務システムとの連携状況は別紙２「現行システムデータ連携一覧」のとおりであるため、標準化対応前後の連携についても考慮の上、継続的な連携が行える仕組みとすること。
表６　データ要件・連携要件　
	業務名
	地方公共団体情報システム
データ要件・連携要件標準仕様書

	障がい者福祉
	基本データリスト（障害者福祉）
機能別連携仕様（障害者福祉）

	子ども・子育て支援
	基本データリスト（子ども・子育て支援）
機能別連携仕様（子ども・子育て支援）

	児童手当
	基本データリスト（児童手当）
機能別連携仕様（児童手当）

	児童扶養手当
	基本データリスト（児童扶養手当）
機能別連携仕様（児童扶養手当）



ウ　連携に関する要件
受託者は、国が定める「標準仕様書」や「データ要件・連携要件標準仕様書」の改訂、関連システム要件の見直し等が発生することも想定し、以下の要件について対応すること。
更新情報については、随時、本市から提供するが、受託者においても積極的な情報収集の上、要件の変更の必要性が発生した場合、本市に対し速やかに情報提供を行い、標準仕様書に記載の必須機能は適合基準日に合わせて対応すること。

（ア）標準仕様に準拠した他業務システムとの連携
国が定める「データ要件・連携要件標準仕様書」及び機能別連携仕様に基づく連携を行える仕組みを構築すること。標準仕様の更新等に伴い、要件の見直しが発生することも想定されるため、適用版数は各運用事業者と調整する。
稼働済みシステム（別表１の調達単位Ａを想定）または構築中の標準準拠システム（別表１の調達単位Ｅ及びＧを想定）との連携においては、必要に応じて各運用事業者と調整し、連携対応を行うこと。

（イ）標準準拠システム以外のシステムとの連携
標準準拠システム以外との連携について、本調達範囲内の連携は受託者による連携構築の提案を求めるが、本調達範囲外の業務システムとの連携は、本市が別途用意するガバメントクラウド上のオブジェクトストレージを介して行うこととする。なお、連携するデータ項目は、協議により決定することとする。

（ウ）標準化過渡期における連携
標準化過渡期（令和１２年２月までの想定）においては、自庁開発したホストシステムと本調達範囲の標準準拠システム間の一時的な連携が発生する。当該連携については、ガバメントクラウド上のオブジェクトストレージを介して行うこととする。なお、標準化対応未済システムの改修作業となるものについては本市において作業を行うため、受託者は連携仕様の調整に協力すること。

エ　文字に関する要件
（ア） 標準仕様への準拠
対象システム内部の文字要件は、国が定める「データ要件・連携要件標準仕様書」に準拠し、氏名等の文字セットは行政事務標準文字、文字フォントは行政事務標準文字当用明朝フォント又はこれに準じるフォントとする。氏名等以外の項目については、行政事務標準文字又はJIS X-0213:2012に準拠した文字で出力可能であること。ただし、国が認める経過措置期間については、MS明朝フォントに限り使用を認めるものとする。この場合、文字変換表は本市から提供するが、変換の仕組みは受託者が用意すること。
なお、標準外業務システムの文字要件は、本市と協議の上定めるものとする。
（イ） データ移行に使用する文字コード変換表
本市は、既存システムの文字から行政事務標準文字への変換表について受託者へ提供する。受託者は変換表を使用してデータ移行を行うこと。
（ウ） 外部出力
EUC等によりシステム外部にデータ出力する際は、国が定める「データ要件・連携要件標準仕様書」に基づき、行政事務標準文字又はJIS X-0213:2012に準拠した文字で出力可能であること。
なお、標準外業務システムの文字要件は本市と協議の上定めるものとする。

（２）非機能要件への対応
本システムに係る非機能要件は、国が定める「地方公共団体情報システム非機能要件の標準【第1.2版】」記載の非機能要件の標準（標準非機能要件）以上に準拠すること。
ただし、国の定める「地方公共団体情報システム非機能要件の標準」の改定により、非機能要件の項目及び標準的に求められるレベルに変更があった場合は、当該改定に準じて指定項目及びレベルを変更する場合があるため、これに対応すること。

（３）規模要件への対応
・利用拠点数 ：14か所（市役所本庁舎、支所・出張所）
・端末台数 ：500台
・人口：413,489人（令和8年8月1日時点）

（４）周辺機器に関する要件
周辺機器は、本件調達の対象外とするものの、業務を行う上で必要になるものがあれば情報を提供すること。

（５）現行システムの概要
・汎用機（system－i　AS/400 IBMi V7.5）
・自庁内ネットワークにオンプレミス型で構築
・職員による自庁開発
・障がい者福祉、子ども・子育て支援等の一部のシステムにおいては部分的に以下のパッケージシステムを導入
　　①母子父子寡婦福祉資金貸付業務
システム名　WebRings（開発者　（株）アイネス）　
　　　②児童家庭相談業務
　　　　システム名　児童家庭相談システム（開発者　（株）シャープ）

５　作業の実施内容
[bookmark: _Ref456598850]（１）作業の内容
受託者は、以下の作業を行うこと。作業内容の詳細については事業者が提案を行うこと。
[bookmark: _Ref456598866]ア　設計・開発に係る作業内容
障がい者福祉システム及び子ども・子育て支援業務に係る設計・開発は、標準準拠システムの利用を前提として想定している。標準準拠システムと本市業務要件とのFIT＆GAP分析を行い、標準準拠システムの標準機能に合わせて、本市業務の改善・効率化を検討すること。また、標準外業務に係る設計・開発についても、本市業務要件とのFIT＆GAP分析等を行い本市業務の改善・効率化を検討すること。なお、FIT＆GAP分析は、受託者が提案するパッケージシステムの検証環境、デモ環境又はこれに準じる操作環境を用い、本市職員が主要業務シナリオに基づき画面、帳票、入力、出力、権限、EUC機能等を確認しながら実施すること。また、確認結果を踏まえ、標準機能への業務適合、標準外対応、追加開発、代替運用及び業務運用変更の方針を整理し、本市の承認を受けること。
標準準拠システム及び標準外業務（以下、「標準準拠システム等」という。）と、本市既存システム及びその他移行中の他システムとの連携が必要な機能等についても、構築を行い実現すること。

[bookmark: _Hlk237980231][bookmark: _Hlk240009584]（ア）プロジェクト計画書等の作成
・本業務の実施に先立ち、本業務に係る作業工程、作業体制、スケジュール（WBSを含む）、成果物等を定めたプロジェクト計画書を作成し、本市の承認を受けること。
・プロジェクト計画書とあわせて、コミュニケーション管理、進捗管理、品質管理、リスク管理、課題管理、変更管理、セキュリティ管理等の管理要領を定めたプロジェクト管理要領を作成し、本市の承認を受けること。
・本業務と並行して、現行システム側での標準準拠システム等とのデータ連携機能改修等が発生するため、現行システム改修事業者と連携を図り、スケジュール等の整合を取った上で、プロジェクト計画を策定すること。

（イ）要件定義（補完工程）
本書及び別紙等に示す要件を踏まえて、システム移行の背景・内容を理解した上で、本システムの要件定義（受託者が提案する標準準拠システム等のFIT＆GAP分析等を含む補完工程）を行うこと。

（ウ）設計（基本設計・詳細設計）
・本市が承認した要件定義書の機能要件及び非機能要件を満たすための基本設計及び詳細設計を行い、成果物について本市の承認を受けること。
・国から示されるガバメントクラウドの要件や、本市が承認した要件定義書の機能要件及び非機能要件等に基づき、システム稼働に必要なハードウェアの仕様（性能、容量、台数等）、ソフトウェアの仕様（OSやミドルウェア等の製品、エディション、数量等）、ネットワークの仕様等を整理し、本市の確認を受けること。
・ガバメントクラウドの要件に基づき、インフラ構築に必要な環境設計、パラメータ設計等を行い、成果物について本市の承認を受けること。
・各テスト工程における実施内容、開始条件・終了条件、テストの実施体制、スケジュール、テスト環境、テストデータの利用方針等を定めた全体テスト計画書を作成し、本市の承認を受けること。
・現行システムから本システムへの移行の方法、対象範囲、移行環境、ツール、実施体制、リハーサル計画等を記載した移行計画書を作成し、本市の承認を受けること。
・本システムの次期更改までの間に計画的に発生する運用・保守の作業内容、その想定される時期等を取りまとめた運用・保守計画書を作成し、本市の承認を受けること。
・本市が承認した運用・保守計画書に基づき、運用・保守方法や利用するツール、監視対象や閾値、保守環境等に係る運用設計及び保守設計内容を取りまとめた運用・保守設計書を作成し、本市の承認を受けること。
・本市が承認した運用・保守設計書に基づき、定常的な作業内容、その想定スケジュール、障害発生時における作業内容等を取りまとめた運用・保守手順書を作成し、本市の承認を受けること。

（エ）開発・環境構築・テスト
・設計工程の成果物及び全体テスト計画書に基づき、標準準拠システムによる構築、アプリケーションプログラムの開発、クラウドインフラの環境構築、各テストを行うこと。
・各テスト工程の計画に基づき、各テストの実施状況を本市に報告すること。
・各テスト工程の結果について、各テスト結果報告書を作成し、本市の承認を受けること。
・現行システム側での標準準拠システム等とのデータ連携機能改修等に関するテストについて、本業務受託者は現行システム改修事業者と連携を図り、スケジュール等の整合を取った上で全体テスト計画書を策定し、総合テスト等の工程においてはテスト実施及び結果確認等を協力し実施すること。
・本市の受入テストに当たり、実施方針、実施体制、スケジュール、支援内容、本市と提案事業者の役割分担及び職員負荷軽減策について提案すること。

（オ）移行
[bookmark: _Hlk136337892]・本市が承認した移行計画書に基づく移行作業を行うこと。
・データ移行に当たり、本システムのデータ構造を明示し、現行システムが保有・管理するデータの変換、移行要領の策定、例外データ等の処理方法等に関する移行手順書を作成し、本市の承認を受けること。なお、データ変換の実施主体については、受託者又は本市のいずれが行う場合も想定されるため、受託者は、本市側で変換を行う場合に必要となるデータレイアウト仕様の提示、変換仕様の定義、及び技術的支援の内容を含め、最適な役割分担を提案すること。また、例外データの抽出は受託者、対応方針決定は本市で行う想定であるが、役割分担を含めて提案を行うこと。
・上記手順書に従い、データを変換・移行した後は、移行後のデータだけでなく、例外データ等についても確認を行い、データの信頼性の確保を図ること。また、必要に応じて移行ツールを使用又は開発すること。
・本番移行前に移行リハーサルを行い、リハーサルの結果について、本市の確認を受けること。
・本番移行を行い、移行実施結果を整理した移行結果報告書を作成し本市の承認を受けること。

[bookmark: _Hlk136337961]（カ）教育
[bookmark: _Hlk534506097]・本市が承認した研修計画書に基づき、必要な研修環境の整備、研修を実施すること。なお、移行スケジュールに示す研修期間に限らず、運用の定着に係る支援を行うこと。
・本市職員向けの本システムの操作マニュアルを作成し、本市の承認を受けること。
・研修対象はリリース対象の業務に関連する職員を想定しており、研修会場は本市会議室を使用する予定であるが、必要に応じてオンデマンド形式等での研修実施も提案すること。

[bookmark: _Hlk136338086]（キ）引継ぎ
・別途調達、契約する本システムの運用・保守業務の受託者等に、必要な設計・開発内　容、成果物等の引継ぎを行うこと。なお、本業務の受託者と同一事業者である場合は、事業者内で担当者間の引継ぎを行うことを前提に、当該作業を省略することも可とする。
・受託者は、設計・開発の設計書、作業経緯、残存課題等を文書化し、運用及び保守が円滑に実施できるよう対応すること。
・受託者は、本市が本システムの更改を行う際には、次期システムにおける要件定義支援事業者及び設計・開発事業者等に対し、作業経緯、残存課題等に関する情報提供及び質疑応答等の協力を行うこと。
・受託者は、本市が本システムの更改を行う際には、次期システム移行に向けた移行データ（基本データリスト及び基本データリスト外で管理している情報）の作成及び検証を実施し設計・開発事業者へ提供すること。また、移行データ作成に係る作業経緯、残存課題等に関する情報提供及び質疑応答等の協力を行うこと。

[bookmark: _Hlk534506261][bookmark: _Hlk136343461]イ　問合わせへの対応
・本システム本稼働後速やかに、本市職員からの問合せ対応が可能となる体制（サポートデスク）を整備すること。
・サポートデスクの運用時間は、開庁日（月曜日から金曜日まで。ただし、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の午前９時００分から午後５時００分までとする。ただし、業務時間内に着手した対応が業務時間後も継続している場合には、当該対応の完了までは、受託者の責任において行うものとする。
・本システム運用開始後から発生する年次・月次等のイベントを予め洗い出した上で、本番稼働後から契約終了時までの間、障害対応や職員からの問合せ等に迅速に対応できる体制を構築すること。

ウ　稼働直後の運用保守
・本番移行を実施したときから令和１１年３月３１日までの期間について、動作確認としてシステムにおける運用保守を行うこと。

[bookmark: _Hlk136343544]エ　パッケージソフトウェアの提供
[bookmark: _Hlk136343566]本書及び別紙等に示す要件を踏まえて、本システム（OSやミドルウェア等の汎用的なソフトウェアは除く。）に必要なライセンス及び本業務期間中における当該製品の保守サービスを提供すること。

[bookmark: _Ref454993193][bookmark: _Hlk136343417]（２）成果物の範囲、納品期日等
[bookmark: _Hlk136343640]ア　成果物
本契約における成果物は、表７のとおりとする。なお、本市との協議により必要と判断された成果物が生じた際には、別途提出すること。また、受託者が提案する開発手法や標準準拠システム等の利用により、成果物の作成が不要なものがある場合は、事前に本市と協議の上、成果物の納入を対象外とすることについて本市の承認を得ること。

表７　成果物
	No
	成果物名
	内容
	納品期日

	1
	プロジェクト計画書
	本業務に係る作業内容、作業体制、スケジュール（WBSを含む）、成果物等を定めた文書。
工程定義を行い、各工程で作成する成果物等を規定するが、密接に関連する工程の計画書・完了報告書を取りまとめて作成することは可能とする。
	令和９年４月９日（金）

	2
	プロジェクト管理要領
	本業務を適切に遂行するためのコミュニケーション管理、進捗管理、品質管理、リスク管理、課題管理、変更管理、セキュリティ管理等の管理要領を定めた文書。
	令和９年４月９日（金）

	3
	プロジェクト管理要領に基づく管理資料、報告資料
	プロジェクト管理要領に基づく進捗報告書、品質報告書、課題管理台帳、リスク管理台帳等の各種管理資料及び報告資料。
	随時（原則毎週）
※プロジェクトのフェーズに応じた報告頻度として、頻度はプロジェクト開始時に本市と協議の上、承認を得ること。

	4
	各種会議資料
	受託者が主催する会議体における配布資料一式。
	随時
※原則として会議の前日までに電子ファイルをメールで納品すること

	5
	議事録
	受託者が主催する会議体における決定事項、アクションアイテム及び検討内容等を記録した文書。
	会議開催から４営業日以内
※電子ファイルをメールで納品すること

	6
	基本設計書
	機能設計、画面設計、帳票設計、データ設計、外部インターフェース設計、システム方式設計、情報セキュリティ設計等の設計内容を記載した文書。
	プロジェクト計画書に定める期日

	7
	詳細設計書
	パッケージソフトウェアの導入・設定、クラウドインフラ基盤への導入・構築（OS、ミドルウェア等の導入を含む）、プログラム開発等に必要な詳細仕様、パラメータ等を定めた文書。
	プロジェクト計画書に定める期日

	8
	全体テスト計画書
	各テスト工程の定義、実施内容、開始条件・終了条件、テストの実施体制、スケジュール、テスト環境、テストデータの利用方針等を定めた文書。
	プロジェクト計画書に定める期日

	9
	工程完了報告書
	要件定義（補完工程）、FIT＆GAP分析結果、基本設計、詳細設計、全体・各テスト工程の完了を本市が判定・承認するための報告書。（全体工程については、各テスト工程の完了報告書で代替とする。）
	プロジェクト計画書に定める期日

	10
	総合テスト計画書
	総合テストの対象範囲、開始条件・終了条件、合否判定基準、テスト環境、スケジュール、テスト方法、テストデータの利用方針等を定めた文書。
	プロジェクト計画書に定める期日

	11
	総合テスト仕様書
	総合テストのテストシナリオ、テストケース、確認・検証事項、テスト結果の予測、テスト結果として求めるエビデンス等を定めた文書。
	プロジェクト計画書に定める期日

	12
	総合テスト完了報告書
	総合テスト仕様書に基づくテスト結果と、総合テスト計画書で定めた終了条件及び合否判定基準に基づく分析結果をまとめた文書。
	プロジェクト計画書に定める期日

	13
	移行計画書
	移行の対象範囲、スケジュール、作業概要、実施方針、移行環境・ツール、実施体制・役割分担等を定めた文書。
	プロジェクト計画書に定める期日

	14
	移行手順書
	現行システムから本システムへの移行に係るデータ変換方法（データ抽出方法、変換方法、修正・追加方法等）、移行要領（移行作業手順、スケジュール、障害発生時の対応方法等）等を記載した文書。
	プロジェクト計画書に定める期日

	15
	移行リハーサル計画書
	移行リハーサルの実施時期、回数、検証方法等を記載した文書。
	プロジェクト計画書に定める期日

	16
	移行リハーサル結果報告書
	移行リハーサル計画書に基づくリハーサル結果と、完了条件及び合否判定基準に基づく分析結果をまとめた文書。
	プロジェクト計画書に定める期日

	17
	リリース判定報告書
	本市が本番稼働の合否を判定・承認するための報告書。
	プロジェクト計画書に定める期日

	18
	移行結果報告書
	本番移行を行い、移行実施結果を整理した報告書。
	プロジェクト計画書に定める期日

	19
	操作マニュアル（一般利用者向け）
	一般利用者向けの本システムの操作内容、説明等を記載した文書。機能分類別に分割して作成すること。
	プロジェクト計画書に定める期日

	20
	操作マニュアル（システム管理者向け）
	本市職員のシステム管理者向けの本システムの操作手順、説明等を記載した文書。機能分類別にシステム管理者が異なる場合は、分割して作成すること。
	プロジェクト計画書に定める期日

	21
	研修計画書
	研修対象者、研修実施方法、スケジュール、体制、環境等を記載した文書。
	プロジェクト計画書に定める期日

	22
	研修用資料
	集合研修用に操作マニュアルを要約した資料及び補足資料等。
	プロジェクト計画書に定める期日

	23
	運用・保守計画書
	運用・保守業務の受託者が行う運用・保守業務の全体計画（体制、対象範囲、作業概要、作業時期・間隔、ガバメントクラウドとの役割分担等）を定めた文書。
	プロジェクト計画書に定める期日

	24
	運用・保守設計書
	運用・保守業務の受託者が行う具体的な運用・保守方法や管理ツール、監視対象や閾値等の設計内容を記載した文書。
	プロジェクト計画書に定める期日

	25
	運用・保守手順書
	運用・保守業務の受託者が行う通常時の運用監視手順、障害発生時の対応・復旧手順、マスタデータ等の追加・変更・削除等の保守手順等を記載した文書。
	プロジェクト計画書に定める期日


イ　納品方法
・成果物は、全て日本語で作成すること。ただし、日本国内においても、英字で表記されることが一般的な文言については、英字で記載しても構わないものとする。
・情報処理に関する用語の表記については、日本産業規格（JIS）の規定を参考にすること。
・成果物は原則として電磁的記録媒体により作成し、電磁的記録媒体を１部納品すること。ただし、紙媒体による納品を別途指定している場合は、そちらの要件に従うこと。
・紙媒体における納品について、用紙のサイズは、原則として日本産業規格A列４番とするが、必要に応じて日本産業規格A列３番を使用すること。また、成果物修正時に差し替えが可能なように２穴のバインダー方式とすること。
・電磁的記録媒体による納品について、修正可能なファイル形式で作成し、電子データで納品すること。ただし、本市が他の形式による提出を求める場合は、協議の上、これに応じること。
・納品後、本市において改変が可能となるよう、図表等の元データも併せて納品すること（受託者または、第三者に権利が帰属する場合を除く）。
・成果物の作成に当たって、特別なツール（Microsoft Office Visio等）を使用する場合は、本市の承認を得ること。
・成果物が外部に不正に使用されたり、納品過程において改ざんされたりすることのないよう、安全な納品方法を提案し、成果物の情報セキュリティの確保に留意すること。
・電磁的記録媒体により納品する場合は、不正プログラム対策ソフトウェアによる確認を行うなどして、成果物に不正プログラムが混入することのないよう、適切に対処すること。

ウ　納品場所
本市が別途指定する場所において引渡しを行うこと。

６　作業の実施体制・方法
（１）受託者の実施体制
本業務の受託者は本業務を効率良く実施できるよう、以下に示すプロジェクト体制を整備すること。
・本業務の全体を統括する責任者として、統括責任者（業務担当責任者として本業務全体を統括、作業の方向性を決定し、現場業務の実施及び遂行に全責任を持つ役割）を配置すること。
・本業務の実務の責任者として、実施責任者（プロジェクトの実施主体として進捗・課題管理等を行い、本市への報告窓口となる役割）を配置すること。なお、統括責任者が実施責任者を兼ねることを可とする。
・業務別のチームやクラウドインフラチーム、移行チーム、教育・研修チーム、運用・保守チーム、品質管理チーム等の体制をプロポーザルにおいて提案し、契約締結後に本市と協議の上、決定すること。
・本業務に携わる本市や他事業者等、全ての者を含む体制図をプロジェクト計画書に明示すること。
・担当者の交代、担当者の増員及び減員がある場合は、体制図を更新するとともに、速やかに本市に報告すること。

（２）作業要員に求める実績等の要件
・本業務に従事する受託者の実施責任者は、1名又は複数名での提案を可とする。
・実施責任者は、以下に示す経験を有すること。なお、実施責任者を複数名で提案する場合は、配置された実施責任者全員が以下の経験を有すること。
ア　システム構築（設計・開発）の経験年数を１０年以上有すること。
イ　障がい者福祉システム、児童福祉システム又は園児システムの構築（設計・開発）の実施責任者としての経験を有すること。
　・実施責任者を複数名配置する場合は、各実施責任者について、本業務のうちシステム構築に係る期間における月別従事予定率、担当する業務領域、担当工程、役割及び責任範囲を明示すること。なお、その場合であっても、本市との協議、報告、課題管理及び意思決定に係る窓口が不明確とならない体制とすること。

（３）作業場所等
・本業務の作業場所及び作業に当たり必要となる設備、備品及び消耗品等については、受託者の責任において用意すること。
・定期的に開催する会議については、原則、本市本庁舎等の会議室を用意する。
・会議はオンラインで実施することも可とするが、会議の目的や参加者の状況等を考慮し、本市から要望のあった際には対面で実施すること。また、電話会議やWeb会議等における環境を受託者が用意すること。
・本番環境及び検証環境を用いた構築、本番データを使用したテストや移行等を行う際に、必要な場合は本市にて作業場所を用意するため、作業日時や作業人数等を本市とあらかじめ協議し、必要最小限の作業時間、作業環境となるよう計画すること。

（４）作業の管理に関する要領
受託者は、本業務の実施に先立ち、本業務に係る進捗管理、コミュニケーション管理、品質管理、リスク管理、課題管理、構成管理、変更管理、情報セキュリティ管理等の管理要領を定めたプロジェクト管理要領を作成し、当該要領に基づき、本業務に係るプロジェクト管理を適切に行うこと。

[bookmark: _Hlk218786532]７　作業の実施に当たっての遵守事項
（１）機密保持、資料の取扱い
・受託者は、本業務の実施の過程で本市が開示した情報（公知の情報を除く。以下同じ。）、他の受託者が提示した情報及び受託者が作成した情報を、本業務の目的以外に使用又は第三者に開示若しくは漏えいしてはならないものとし、そのために必要な措置を講ずること。
・受託者は、本業務を実施するに当たり、本市から入手した資料等については管理台帳等により適切に管理し、本市が指示する方式で管理、返却、廃棄、削除すること。
・機密保持及び資料の取扱いについて、適切な措置が講じられていることを確認するため、本市が遵守状況の報告や実地調査を求めた場合には応じること。

（２）遵守する法令等
ア　法令等の遵守
・本業務の遂行に当たっては、民法、刑法、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す　る法律、著作権法、不正アクセス行為の禁止等に関する法律、番号法等を遵守し履行すること。
・本システムが対象とする業務に関わる本市の条例、規則、規程及び要綱等に準拠すること。
・別紙３「個人情報の取扱い及び情報セキュリティに関する特記」を遵守すること。

イ　その他文書、標準への準拠
本業務の遂行に当たっては、以下の文書に記載された事項を遵守すること。また、以下の文書以外でも本業務の遂行に際して遵守すべき文書等が決定された場合、又は遵守すべき文書が変更された場合には、それらに記載された事項も遵守すること。
・「自治体DX推進計画」
・「自治体DX推進手順書」
・「地方公共団体情報システム標準化基本方針」
・「地方公共団体の基幹業務システムのガバメントクラウドの利用に関する基準」
・「地方公共団体の基幹業務システムに係るデータ要件・連携要件標準仕様書」
・「地方公共団体情報システム共通機能標準仕様書」
・「地方公共団体情報システム非機能要件の標準」

８　成果物の取扱い
（１）知的財産権の帰属
・本業務における成果物の原著作権及び二次的著作物の著作権（著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２１条から第２８条に定める全ての権利を含む。）は、受託者が本調達の実施の従前から権利を保有していた等の明確な理由によりあらかじめ提案書にて権利譲渡不可能と示されたもの以外は、全て本市に帰属するものとする。
・本市は、成果物について、第三者に権利が帰属する場合を除き、自由に複製し、改変等し、及びそれらの利用を第三者に許諾することができるとともに、任意に開示できるものとする。
・納品される成果物に第三者が権利を有する著作物（以下「既存著作物等」という。）が含まれる場合には、本市が特に使用を指定した場合を除き、受託者は当該既存著作物等の使用に必要な費用の負担及び使用許諾契約等に関わる一切の手続きを行うこと。この場合、受託者は、当該既存著作物等について事前に本市の承認を得ることとし、本市は、既存著作物等について当該許諾条件の範囲で使用するものとする。
・受託者は本市に対し、一切の著作者人格権を行使しないものとし、また、第三者をして行使させないものとする。
・本業務に係り第三者との間に著作権に係る権利侵害の紛争が生じた場合には、当該紛争の原因が専ら本市の責めに帰す場合を除き、受託者の責任、負担において一切を処理すること。この場合、本市は当該紛争の事実を知ったときは、受託者に通知し、必要な範囲で訴訟上の防衛を受託者に委ねる等の協力措置を講ずる。

（２）契約不適合責任
・受託者は、納品された成果物が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないものであること（契約不適合）が発見された場合、成果物の修補、代替物の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完を実施すること。
・設計・開発により構築したアプリケーションプログラム等の成果物については、本業務における納品後、１年以内に本市から受託者に通知を行うことで、不具合等について無償で対応を行うこと。
・本市は、前各項の場合において、瑕疵の修正等に代えて、当該瑕疵により通常生ずべき損害に対する賠償の請求を行うことができるものとする。また、瑕疵を修正してもなお生じる損害に対しても同様とする。

（３）検収
・受託者は、成果物等について、納品期日までに本市に内容の説明を実施して検収を受けること。 
・検収の結果、成果物等に不備又は誤り等が見つかった場合には、受託者は直ちに必要な修正、改修、交換等を行い、変更点について本市に説明を行った上で、指定した日時までに再度納品すること。

９　再委託
（１）受託者は、業務の全部を一括して又はこの調達仕様書に定める主たる部分を第三者に再委託することはできない。
（２）この業務における「主たる部分」とは、本業務における総合的企画、業務遂行管理、手法の決定及び技術的判断等をいう。
（３）受託者は、コピーや資料の収集、収集資料の整理、単純な集計、原稿のパソコン等への入力、印刷、製本、模型製作、翻訳、参考書籍・文献購入、消耗品購入など本業務に付随する簡易な補助業務を再委託する場合には、委託者の承認を必要としない。
（４）受託者は、（２）及び（３）に規定する業務以外の再委託に当たっては、書面により委託者の承認を得なければならない。
（５）受託者は、再委託先に対して本契約における受託者の義務と同様の義務を遵守させ、その行為について一切の責任を負う。

１０　委託料の支払い
（１）契約金額の支払いは令和１０年３月末日及び業務完了時を支払整理日として、２回の分割払いとする。
（２）令和１０年３月末日の支払額は、契約金額から消費税及び地方消費税（以下、「消費税」という。）相当額を除いた額の７１／１００に、その額に係る消費税相当額を加えた額とする。ただし、契約金額から消費税相当額を除いた額の７１／１００に１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数の額を業務完了時にあわせて支払うものとする。
（３）業務完了時の支払額は、契約金額から既支払額を差し引いた額とする。ただし、業務完了時に変更契約が生じた場合は、変更後の契約金額に基づき支払いをする。
（４）委託者は支払いにあたり、受託者の業務の遂行が十分でないと認めるときは、委託料の支払いを延期することができる。

１１　その他
（１）受託者は、本業務遂行中に事故が生じた際には、速やかに本市に対し、事故の詳細について報告するとともに、本市の指示に従い対応すること。
（２）デジタル基盤改革支援補助金及び地方公共団体情報システム運用最適化支援事業費補助金の申請書類作成に協力すること。
（３）この調達仕様書に記載されていない事項で疑義が生じた場合は、双方の話し合いにより円満解決することとする。


別表１　調達単位
	調達単位
	標準化対象業務名
	現行
システム
	移行先
システム
	移行予定時期

	A
	① 住民記録
② 個人住民税
③ 法人住民税
④ 固定資産税
⑤ 軽自動車税
⑥ 国民年金
⑦ 国民健康保険
⑧ 印鑑
	ADWORLD
（日立システムズ）
	令和８年１月から稼働

	B
	⑨ 戸籍
⑩ 戸籍の附票
	ブックレス
（富士フイルムシステムサービス）
	令和８年１月から稼働

	C
	⑪ 障害者福祉
⑫ 児童手当
⑬ 児童扶養手当
	独自開発
	未定
	令和１１年２月

	Ｄ
	⑭ 介護保険
⑮ 後期高齢者医療
	独自開発
	未定
	令和１２年２月

	E
	⑯ 生活保護
（レセプト管理除く）
	独自開発
	未定
	令和１１年２月

	F
	⑰ 子ども･子育て支援
	独自開発
	未定
	令和１１年２月

	G
	⑱ 健康管理
（特定健診、後期高齢健診含む）
	独自開発
	未定
	令和１１年２月

	Ｈ
	⑲ 選挙
	独自開発
	未定
	令和９年１２月

	I
	⑳ 就学
	独自開発
	未定
	令和１２年２月




